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 １ 事業計画の概要 

 

 

２０１０年に公益社団法人に認定された本法人は、２０１９年度から２０２１年度ま

での３か年間を「再構築による進化期」として公益目的事業を推進してきた。２０１９年

度末からは、新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響を受け、事業計画どおりの事業遂

行が困難となる中、感染の拡大防止に最大限の努力を払いながら事業の継続に注力した。 

このコロナ禍を機に、今後の公益目的事業のあり方や、法人運営に係る様々な課題の

解決に向けた検討を行い、次の３年間における事業計画の方向性について確認を行った。 

２０２２年から２０２４年までの３か年については、設立目的に立ち戻り、設立趣旨

である魅力あふれる地域社会の創造を再認識するとともに、本法人の加盟機関が持つリソ

ースを活用して地域課題の解決に繋げることを目標とする。これまで人材育成の重要なタ

ーゲットであった学生や青少年については現状を維持しつつ、今後は、人材育成における

対象者に社会人を加え、その拡大を図る。また、地域の発展と創造に寄与する団体とし

て、地域課題の把握を目的とした情報収集力を強化し、その解決に向けた取組を進めると

ともに、地域における一層の認知度向上を図る。 

また、相模原市立市民・大学交流センター（以下「センター」）の指定管理については、

第４期指定管理者の指定（２０２２年度～２０２６年度）を受け、５年間の施設運営と事

業実施を担うこととなったため、引き続き、地域と大学の連携による社会課題の解決と、

市民サービスの向上を目指した適正な管理運営に努める。 

 

１ 法人運営の方針 

（１）法人運営の基本方針は、引き続き「堅実な法人運営」及び「公益目的事業の更なる

発展」を堅持する。具体的には、「組織の安定性、継続性、透明性の確保」及び「財政

基盤の強化」に重点的に取り組む。 

財政基盤の強化については、自治体や企業等への企画提案による自主財源の確保、

会費収入や受託事業の拡大、寄附の受け入れによる収入増加を図る。また、過去２年

間のコロナ禍においては、各事業の実施方法に工夫を凝らしてきた経験から、その時々

の情勢に柔軟に対応できるような検討を重ねつつ、一方では支出削減に努め、安定し

た財政構造への歩みを着実に進める。 

さらに、コロナ禍における今後の各事業の展開を見据え、公益目的事業の組み換え

等の検討とそれに係わる変更認定申請の準備に着手する。 

 

（２）センターの指定管理業務については、施設の維持管理を中心とした「センターの円

滑な管理運営」に努めるとともに、これまでのセンター運営の実績と経験を踏まえ、

引き続き地域・市民活動団体と大学との「橋渡し業務」の役割を担うとともに、さら

に地域の活性化を目指した「市民と大学のより積極的な連携機会の創出」、「まちづく

りのモデル」などのプログラムの推進に重点的に取り組む。 

 

（３）新型コロナウイルス感染症感染拡大が次々と新たなフェーズを迎えている。その影

響は今後もしばらく続くことを想定し、感染拡大防止の対策を講じた上で事業の実施

に注力する。 

 

２ 公益目的事業の方針 
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（１）教育学習事業、人材育成事業、地域発展事業の３事業１８プログラムについては、

with コロナ時代における社会のニーズや生活環境が大きく変化することが想定され

ることから、そのニーズや必要性に応じてプログラムの改廃を行う。また、参加者の

満足度（または理解度）を重視したアウトカム評価によるアンケートから個々人の評

価を把握し、それにより得られた「評価結果を見える化」して関係者と認識を共有す

る。評価結果は「プログラムの改善」に活かすように努める。 

 

（２）教育学習事業については、さがまちカレッジ、相模原市・座間市市民大学、センタ

ー・オーサーズカフェに適切な目標値を設定し、その達成を目指す。町田市生涯学習

センターをはじめ、町田市内の公共施設を活用したさがまちカレッジ講座の展開に注

力するとともに、ダイバーシティに対応するために、多様な受講者に向けた講座の開

発・開講に取り組み、豊かな市民学習の機会を創出する。 

 

（３）人材育成事業については、さがまちインターンシップの拡充、さがまち学生 Clubの

活動支援、センター・さがみはら地域づくり大学の活性化等、市民の能力開発に向け

た取組みを進める。また、行政との協働により、学生の活躍の場の拡充を図るととも

に、地域における子育て世帯が抱える課題解決を担う。さらに、今般の社会情勢に鑑

み、社会人（特に若年層）まで対象を拡大して、本法人に加盟する教育機関、企業等

が協力して地域課題あるいは企業が抱える課題の解決に向けたプログラムの開発に着

手する。 

 

（４）地域発展事業については、地域情報誌・映像媒体・ホームページ等による情報発信、

センター・市民大学協働フェスタの活性化、センター・市民と大学との橋渡しの推進

等の取り組みを通じて、学生や市民による多彩な地域活動の展開を促すことで、魅力

あふれる地域社会の創造に貢献する。また、加盟機関との意見交換や情報提供の場を

設け、情報収集力の強化を図り、本法人の公益目的事業が地域のニーズに応えている

かを検証する仕組みを構築する。これらにより、地域における「さがまち」の存在価

値を高めるよう努め、「地域課題解決のためのプラットフォームの構築」を目指す。 

 

３ 収益事業の方針 

センターの施設等の管理運営事業において、利用者の利便性の向上を図ることを目的

に、施設利用予約に係るシステムを新たに導入した。会議室や備品等の適切な貸出、セ

ンター利用者への各種サービスの提供、シェアードオフィス利用者へのサポート等を通

じて、施設利用率の向上を図るとともに、各種サービスから生じた収益金を公益目的事

業費及び管理費に充当することにより、利用者サービスの一層の拡充を図る。 

 

４ 管理運営の方針 

国が推し進める「働き方改革」にある「長時間労働の是正」、「多様で柔軟な働き方の

実現」に取り組む。具体的には、人材の確保と職員の適正な業務量の再構築に取り組み

時間外労働の減少に努め、テレワークの導入等による柔軟な働き方の実現を目指す。ま

た、「年次有給休暇取得の促進」については、年度当初に年間の有給休暇取得計画を作成

し、年次有給休暇の計画的な取得を図る。  
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２ 公益目的事業 

 

事業の内容 

魅力あふれる地域社会の創造への寄与を目的とする、教育学習事業、人材育成事業、地

域発展事業 

 

（１）教育学習事業（多彩な学びの場を市民に提供する事業） 

 

プログラム名 
プログラムの概要 

今年度の取り組み 

さがまちカレッジ 

多様な学習による生活の質（ＱＯＬ）の向上を目的とする。講座の
構成は日常の暮らしに役立つ実践的な講座、各種技能講座や趣味的
講座、地域の課題を解決に導く専門的な講座が中心である。授業形
態は演習・実技系が多い。町田市においては、生涯学習センターを
拠点に町田市連携講座を開講する。 
▪開設：2008（平成 20）年度 ▪対象者：一般市民 

暮らしの中にある身近な社会問題の解決を目指す講座、相模原、町
田の魅力を発信する講座を展開する。小学生を中心に「こども」を
対象とした体験講座の充実を図る。 
▪講座数：40 講座 ▪受講者数：850人 ▪理解度・満足度：80％ 

相模原市・座間市
市民大学 

学びのきっかけ作りを目的とする。講座の構成は文学・科学・芸術
などを分かりやすく解説する教養講座、初習者向けの各種技能講座
が中心である。授業形態は講義・演習が多い。（相模原市教育委員
会・座間市教育委員会受託事業） 
▪開設：2009（平成 21）年度 ▪対象者：一般市民（15 歳以上） 

主催者、受講者の意見を参考にして、円滑な運営を行う。 
▪講座数：36 講座 ▪受講者数：1,400 人 ▪理解度・満足度：80％ 

センター・オーサ
ーズカフェ 

市民の学習要望と知的好奇心の充足に応えることを目的とする。講
話の形態はさまざまなジャンルから話題性の高いトピックを取り
上げてトーク形式で解説する。たとえば暮らしと水産資源、箱根の
地誌と生物などが語られる。（相模原市指定管理業務） 
▪開設：2013（平成 25）年度 ▪対象者：一般市民 

▪講座数：24 講座 ▪聴講者数：600人 ▪満足度：80％ 

センター・ユニコ
ムセミナー 

大学の活動状況や研究成果を分かりやすく紹介し、市民と大学の連
携のきっかけ作りを目的とする。日常の暮らしに役立つ実践的な研
究や、地域課題解決の糸口につながる専門的な話題をテーマとし、
セミナー形式で解説する。（相模原市指定管理業務） 
▪開設：2013（平成 25）年度 ▪対象者：一般市民 

▪講座数：2 講座 ▪聴講者数：50人 ▪満足度：80％ 
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（２）人材育成事業（まちづくりの担い手を育成する事業） 

 

プログラム名 
プログラムの概要 

今年度の取り組み 

キャリア支援 4 
STEP PROGRAM 

企業研究を通じた青年のキャリア形成支援を目的とする。目標は地
域の特色ある企業の調査研究を通じて業種や職種に対する認識を
深め、企業研究の手法を養う。地域企業による職業意識啓発講座、
企業訪問研究、レポート作製、成果発表会・交流会を体験する。 
▪開設：2008（平成 20）年度 ▪対象者：大学生をはじめとする青年 

社会情勢に沿ったプログラムの再構築を検討 

子ども社会体験推
進 

豊かな社会体験ができる機会を子どもたちへ提供し地域への関心
を深めることを目的とする。目標は子どもたちが擬似企業体験やフ
リーマーケットを通じて社会の仕組みを知り、豊かな社会体験を積
む。会社起こしから原材料仕入れ、商品製造、販売までを体験する
「子ども企業体験」、資源を大切にする意識を育む「子どもフリー
マーケット」を実施する。 
▪開設：2013（平成 25）年度 ▪対象者：小学生 

例年開催している「さがみはら子どもアントレプレナー」実行委員
会に参画。 
▪子ども企業体験：1回 

さがまちインター
ンシップ 

長期の就業体験による青年のキャリア形成支援を目的とする。目標
は職業的自立能力の育成と地域産業への理解を深める。地域の特色
ある企業や公共活動に取り組むＮＰＯ等と大学を結ぶ「マッチング
ステージ｣を構築。プログラムの特徴は最短でも１か月、長期では
９か月に及ぶ長期就業体験である。 
▪開設：2006（平成 18）年度 ▪対象者：大学生をはじめとする青年
（本会加盟校学生） 

オンライン実習や少人数制などを採用し、コロナ禍にも対応したイ
ンターンプログラムを実施する。 
▪参加学生満足度：80％ ▪アンケート調査の実施・分析 

さがまち学生 Club 

まちおこしへの関わりを通じて青年の社会適応力の育成を目的と
する。クラブに所属する学生の自主性の下、地域活性化をテーマと
した学生企画の実施、まちおこしイベントへの参画、ボランティア
活動、情報取材活動・情報発信活動に取り組む。 
▪開設：2011（平成 23）年度 ▪対象者：大学生をはじめとする青年
（本会加盟校学生） 

オンライン上での学生会議や取材などを実施し、コロナ禍にも対応
した運営を行う。また精度の高いアセスメントを使用するなど、よ
り的確な学生への助言・フォローアップに繋げる。 
▪参加学生数：30人 ▪学生と地域団体とのコラボレーション件数：10件 
▪参加学生満足度：80％ ▪参加学生へのアンケート調査の実施・分析 

まこちゃん教室 

町田市内のひとり親及び生活困窮世帯の子どもを対象とした無料
学習塾で、学習習慣の定着支援と自尊心及び社会性の向上、環境に
左右されずに将来をポジティブに捉える力を醸成することを目的
とする。講師は地域の大学生が担当。教室の運営を通して「まちの
子どもたちを、まちの大学生が共育する」ことに取り組む。（2021
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年度町田市受託事業） 

オンライン上での学習支援などコロナ禍にも対応した運営を行う。
また事前・中間・最終アンケートを実施し、学習及び生活の課題等
を適宜把握し、有効な学習・生活支援に繋げる。 
▪教室開催数：32回 ▪課外授業数：3回 ▪年3回のアンケート調査の実
施・分析 

センター・さがみ
はら地域づくり大

学 

まちづくりに主体的に取り組み地域社会の活性化に資する「地域活
動・市民活動の実践家」の育成を目的とする。地域づくり大学では
協働の視点から地域活動・市民活動に必要な知識や技術を体系的に
学習する。講義・演習・実習を交えた授業を各界の専門家が教授す
る。（相模原市指定管理業務） 
▪開設：2016（平成 28）年度 ▪対象者：一般市民（15 歳以上） 

▪講座数：19 講座 ▪受講者数：40人 ▪理解度・満足度：80％ 

 

（３）地域発展事業（新たな文化・福祉・産業の発展に寄与する事業） 

 

プログラム名 
プログラムの概要 

今年度の取り組み 

学生映像制作 

放送、映像、舞台美術など専攻分野も異なる学生が映像制作を通し
て地域への理解を深めること、青年目線の地域映像情報に接した市
民が地域の再認識を目的とする。制作はチーム編成（公募）、地域
情報の取材、企画提案、番組構成案作成、撮影と進む。各段階で専
門家の指導・助言を受ける。 
▪開設：2008（平成 20）年度 ▪対象者：大学生をはじめとする青年
（本会加盟校学生） 

さがまちバンバン及び CM 制作では、感染症予防対策を講じた映像
制作に取り組むなど、コロナ禍にも対応したプログラム運営を行
う。 
さがまちバンバン ▪作品数：12本 
ＣＭ・ＰＲ    ▪作品数：3本 

▪年度末にさがまちバンバンアワードを開催 

地域情報誌制作 

地域情報誌「さがまち」の制作を通して学生が地域への理解を深め
ること、情報誌を手にした市民が地域のイベントや活動を知り、地
域の再認識を目的とする。制作はチーム編成（公募）、企画書作成、
取材、編集、誌面割付、発送配架など６か月間に及ぶ。自主運営に
委ねられており創造性が求められる。 
▪開設：2005（平成 17）年度 ▪対象者：大学生をはじめとする青年
（本会加盟校学生） 

第 27 号を 3 月に発行。WEB での情報誌展開を推進し、引き続き学
生視点での地域の魅力発信に努める。 
▪参加学生数：30人 ▪発行回数：1回 

地域情報発信 

ポータルサイト「さがまち」の運営を通して地域情報の発信を目的
とする。市民は「地域の話題」（大学等主催の公開講座、イベント
情報）、「学びの情報」（さがまちカレッジ、市民大学など）、「育ち
の情報」（キャリア支援 4 STEP PROGRAM、さがまちインターンシッ
プなど）を閲覧することで暮らしに役立つ情報や能力開発に有益な
情報を入手できる。 
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▪開設：2005（平成 17）年度 ▪対象者：一般市民 

HP 及び SNS 等にて当法人の取組み、加盟機関のイベント情報、オ
ープンキャンパス情報など市民にとって有益な地域情報を定期的
に発信する。 
▪HPアクセス数：40,000件 ▪更新数：80件 

センター・市民・
大学協働フェスタ 

地域・市民団体と大学が協働したまちづくりイベントを開催し市民
へのＰＲを目的とする。フェスタでは自治会・商店街・公民館の地
域活動、市民団体・ＮＰＯ の市民活動、大学の生涯学習講座や研
究成果、学生の地域連携活動、企業の地域貢献活動の取組を展示。
発表会を通じて協働の実際を見せる。パネルディスカッション「ユ
ニコムサミット」も開催する。（相模原市指定管理業務） 
▪開設：2013（平成 25）年度 ▪対象者：一般市民 

▪まちづくりフェスタ：1回 ▪ユニコムサミット：1回、 
▪参加者数：500人 ▪参加団体数：50団体（オンライン参加を含む） 

センター・市民・
大学交流会 

（協働委員会） 

センターの入居者や来場者等の市民と、大学情報コーナー利用大学
との交流の機会を提供し、市民と大学の連携のきっかけ作りを目的
とする。大学との連携を希望する市民に対して、大学の「地域連携
への考え方」「得意分野（伸長したい分野）」「協力を要請したい分
野」など具体的なテーマの下に交流会を開催。大学の取組の紹介を
通じて連携の基盤を形作る（相模原市指定管理業務） 
▪開設：2016（平成 28）年度 ▪対象者：一般市民 

▪開催回数：6回 ▪参加者数：72人 

センター・市民と
大学との橋渡し 

センターの入居者や来場者の質問や相談に対して総合相談員が相
談・助言を行い、社会参加活動のきっかけ作りや大学との橋渡しを
目的とする。総合相談員は利用者の要望を満たす、求めているもの
を探す、活動のきっかけを作る、市民と大学を結びつける（橋渡し）
働き掛けをする。（相模原市指定管理業務） 
▪開設：2013（平成 25）年度 ▪対象者：一般市民 

▪入居者交流会：12 回 ▪相談件数：100 件 ▪成果件数：25件 
▪満足度：80％ 

センター・情報誌
発行 

地域における協働の取組などを紹介し地域の活性化とまちづくり
の促進を目的とする。月刊情報誌「ユニコムペーパー」にてオーサ
ーズカフェ、さがみはら地域づくり大学、市民・大学活動フェスタ
などセンター主催のプログラム、大学情報コーナー、地域情報コー
ナー、センター登録団体や利用者の取組、本会の自主事業、センタ
ー施設の機能などを発信する。（相模原市指定管理業務） 
▪開設：2013（平成 25）年度 ▪対象者：一般市民 

▪月1回発行（2,500部） ▪理解度：80％ 

センター・団体登
録 

センターの趣旨「市民と大学の連携による地域活性化」に賛同する
地域活動団体、市民活動団体、大学サークルなどを登録。センター
にて互いを紹介し円滑なつながり合いを目的とする。具体的には地
域活動団体、市民活動団体が主催するイベントの紹介、市民・大学
活動フェスタ、ユニコムサミットなどセンター主催事業への参加を
促し、協働のネットワークを拡大する。（相模原市指定管理業務） 
▪開設：2013（平成 25）年度 ▪対象者：一般市民 

▪登録団体数：50団体(+10団体、対前年比125%増)  
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センター・ホーム
ページ運営 

ホームページ「ユニコム」の運営を通して地域活動情報、市民活動
情報の発信を目的とする。ホームページでは、センターの主催事業、
センターと活動団体との協働事業、利用団体の主催事業のほか、地
域の大学・企業・団体が取り組む様々な活動も発信し市民の情報入
手を容易にする。センターの各施設の予約状況が分かる「予約状況
紹介システム」を備える。（相模原市指定管理業務） 
▪開設：2013（平成 25）年度 ▪対象者：一般市民 

▪HPアクセス数：300,000件（例年並み） 
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３ 収益事業 

 

 

事業名 事業の内容 

センターの施設等
の管理運営事業 
（収益事業） 

一般市民などがセンターの施設等を利用するにあたり、相模原市条
例に定める適正な料金のもとに次のサービスを提供し、利用者の便
宜を図る。もって公益目的事業の推進への寄与を目指す。 
①シェアードオフィス運営支援（NPOや企業などが市民活動、地域
貢献活動の拠点として利用するシェアードオフィス（共用貸事務
所）の利用者有料支援） 
②会議室等の貸し出し（セミナールーム、ミーティングルーム、AV
スタジオ、実習室、情報コーナー、マルチスペースの有料貸し出し） 
③備品等の貸し出し（機械、映像機材、各種ソフト、備品の有料貸
し出し） 
④利用者サービス（コピーサービス（有料）、無線 LAN（Wifi-Spot）
（無料））（相模原市指定管理業務） 
▪開設：2013（平成 25）年度 ▪対象者：一般市民・団体・企業・大
学 
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４ 管理運営 

 

会議等 

（１）総会 

定時社員総会（通算第２１回） ６月２１日 

※ 上記のほか、必要な場合には臨時に開催する。 

 

（２）理事会 

第７８回 第７９回 第８０回 第８１回 第８２回 第８３回 

６月６日 ６月２１日 ６月２１日 ９月１３日 １２月１３日 ３月１４日 

※ 上記のほか、必要な場合には臨時に開催する。 

 

（３）委員会等 

（ア）運営委員会の開催  年度内に２回程度開催 

（イ）プロジェクト事業委員会の開催  年度内に２回から４回程度開催 

 


